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国内景気は 4カ月ぶりに改善 

～ 観光･娯楽業が好調、季節需要も重なりアフターコロナに向けた動きが加速 ～ 
 

 

 
  
（調査対象 2 万 7,628 社、有効回答 11,428 社、回答率 41.4％、調査開始 2002 年 5 月）  
  
調査結果のポイント 

1.2023年3月の景気DIは前月比1.8ポイント増の43.9となり、4カ月ぶりに改善

した。国内景気は、懸念材料はあるものの人出の増加にともなう消費活動がけん

引し、上向きに転じた。今後は、原材料価格高騰など下振れ要因はあるものの、

おおむね横ばい傾向で推移するとみられる。 
 

2. 4カ月ぶりに全10業界で改善。特に『運輸・倉庫』『小売』『サービス』などで大

きく改善、5業種で50台に。マスク規制の緩和にともない消費者のマインドが改

善、春休みや歓送迎会、引っ越しなど季節需要も重なり人流が増加し、企業活動

へプラスに作用した。 
 

3.5カ月ぶりに『近畿』『中国』『九州』など全10地域で改善。都道府県別では41都

道府県が改善となった。人出の増加が好材料となり各地でプラスの影響が表れた

ほか、建設需要も幅広い地域で押し上げた。規模別では、「大企業」「中小企業」

「小規模企業」が4カ月ぶりにそろって改善した。 
 
 
 
 
 
 

           

< 2023年 3月の動向 ： 上向きに転じる > 

2023 年 3 月の景気DI は前月比 1.8 ポイント増の 43.9 となり、4 カ月ぶりに改善した。 
3 月の国内景気は、新型コロナの感染者数の落ち着きやマスク着用ルールの緩和にとも

ない消費者のマインドが明るくなるなどアフターコロナに向けた動きが加速。新型コロナ

流行時の年度末と異なり旺盛な旅行需要や卒業、歓送迎会にともなう消費活動が目立ち、

個人消費関連を中心に幅広く景況感は上向いた。また、卒業や就職などの季節需要の増加

も押し上げ要因となった。一方、仕入れ価格の高止まりや人手不足・技術者不足による機

会損失の発生は悪材料だったほか生活必需品などの高騰継続はマイナス要因に。国内景気

は、懸念材料はあるものの人出の増加にともなう消費活動がけん引し、上向きに転じた。 
 
< 今後の見通し ： おおむね横ばい傾向で推移 > 

今後1年間程度の国内景気は、経済社会活動の正常化に向けた動きが一段と進むことが、

景気を支える原動力になるとみられる。4 月以降も延長される全国旅行支援やインバウン

ド、新型コロナの5類移行などによる人出の増加は個人消費を中心に幅広い業界でプラス

に作用していくと見込まれる。さらに、IT投資をはじめとするDXの推進、各種イベント

の通常開催、都市部の再開発なども好材料となろう。一方で、海外経済やロシア・ウクラ

イナ情勢は不透明感が強く、原材料価格の高騰や人手不足などの長期化は懸念材料となる。

構造的な問題に加えて、コロナ関連融資の返済、金利動向なども悪材料に。今後は、原材

料価格高騰など下振れ要因はあるものの、おおむね横ばい傾向で推移するとみられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2023年 4月 5日 
株式会社帝国データバンク 情報統括部 

https：//www.tdb.co.jp 

                 景気動向オンライン  https：//www.tdb-di.com 

TDB景気動向調査（全国）― 2023 年 3 月調査 ― 

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2022年 2023年 24年

景気DI 40.4 40.8 41.2 41.4 41.3 41.4 41.9 42.6 43.1 43.0 42.1 42.1 43.9 44.6 45.0 45.2 45.2 45.2 45.1 45.1 45.0 45.0 44.9 44.8 44.8

2023年3月比 0.7 1.1 1.3 1.3 1.3 1.2 1.2 1.1 1.1 1.0 0.9 0.9

Lower 42.5 42.5 42.4 42.3 42.1 41.9 41.8 41.6 41.5 41.3 41.2 41.1

Upper 46.8 47.5 47.9 48.1 48.3 48.4 48.4 48.4 48.5 48.5 48.5 48.5

40.4 40.8 41.2 41.4 41.3 41.4 41.9 42.6 43.1 43.0 
42.1 42.1 

43.9 
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【全国の景気DI】（月次調査／調査開始：2002年5月） （DI、0～100）

43.9
（2023年3月）

東日本大震災

第二次安倍内閣

発足

消費税率

8％に引上げ

51.1
（2018年1月）
過去最高

新型コロナ

ウイルス

第1回

緊急事態宣言

リーマン・ショック

18.6
（2009年2月）
過去最低

サブプライム問題＆

リーマン・ショック

ロシア、

ウクライナに侵攻

※景気予測DIは、ARIMAモデルと構造方程式モデルの結果をForecast Combinationの手法で算出。破線は予測値の幅（予測区間）を示している 
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業界別：全 10業界で改善。マスク規制の緩和などで市中に活気が戻り好循環  
・4カ月ぶりに全 10業界で改善。特に『運輸・倉庫』『小売』『サービス』などで大きく改善、

5業種で50台に。マスク規制の緩和にともない消費者のマインドが改善、春休みや歓送迎

会、引っ越しなど季節需要も重なり人流が増加し、企業活動へプラスに作用した。 
 
・『運輸・倉庫』（41.2）…前月比 3.2 ポイント増。4 カ月ぶりに改善。「年度末における公

共工事の集中、民間企業の駆け込み発注、引っ越し関連の物流が増えている」（一般貨物自

動車運送）など季節需要が起因してトラック輸送を中心に好調となった。加えて「港湾・

車両ともに荷動きが多くなってきている」（普通倉庫）とあるように倉庫業も上向いた。ま

た、先行き不安感の減退から旅行需要の増加や企業のリアルによる研修の実施など旅行業

も復調した。ただし、仕事量は回復しつつも、燃料費高騰や人件費増などが不安定要素。 
 
・『小売』（40.6）…同 2.9ポイント増。3カ月連続で改善。2019 年9月以来の40台。人出

の回復により「繊維・繊維製品・服飾品小売」（前月比 4.0 ポイント増）は2カ月連続で改

善した。「マスク生活が緩和され、化粧品需要が高まってきた」（化粧品小売）とあるよう

に「医薬品・日用雑貨品小売」（同4.4ポイント増）も 2 カ月連続で改善。引っ越しシーズ

ンを迎える「家具類小売」（同6.2ポイント増）も大きく上向いた。「飲食料品小売」（同2.1
ポイント増）やスーパーストアなど「各種商品小売」（同 2.6ポイント増）はそれぞれ2 ポ

イント以上の改善となるも価格高騰により買い控えを懸念する声は根強くある。 
 
・『サービス』（50.0）…同2.6ポイント増。2カ月連続で改善。インバウンドや春休みによ

る需要増などが好材料となり「旅館・ホテル」（同 11.5 ポイント増）は大幅な改善がみら

れた。新型コロナ感染第 6 波の影響を受けていた前年同月からは 40 ポイント以上の改善

となった。「飲食店」（同 7.4 ポイント増）は卒業祝いや送迎会といったイベント開催など

にともない2カ月連続の改善となった。「自粛していたコンペの開催が増えた」（ゴルフ場）

といった声など感染症対策の緩和でマインドが改善し「娯楽サービス」（同6.8ポイント増）

は調査開始以来初の 50 台に。一方で、仕事量は増加しているものの人材確保が難しい状

態が続く「人材派遣・紹介」（同0.6ポイント減）は3カ月連続の悪化となった。 
 
・『卸売』（41.9）…同1.8ポイント増。4カ月ぶりに改善。「歓送迎会が実施されつつある」

（酒類卸売）というように2 カ月連続で改善した「飲食料品卸売」（同3.8ポイント増）は

2019年 6月以来の 40台に。国内外のコロナの影響が緩和し部材供給の正常化が押し上げ

要因となった「機械・器具卸売」（同 1.9 ポイント増）も 2 カ月連続で改善。「繊維・繊維

製品・服飾品卸売」（同 2.1ポイント増）は卒業、就職時期を迎え需要が増加するなど 6 カ

月連続で改善。一方、「再生資源卸売」（同1.5ポイント減）は3カ月連続で悪化した。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22年

3月
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

23年

1月
2月 3月 前月比

農・林・水産 34.8 35.0 37.6 34.7 36.3 35.9 35.8 36.4 37.7 37.9 37.4 38.9 41.6 2.7

金融 42.5 41.1 42.7 42.3 41.9 41.7 43.6 43.2 44.5 44.3 44.8 43.3 44.0 0.7

建設 42.8 41.8 42.2 42.5 43.1 43.3 44.0 44.2 44.9 44.6 44.1 43.7 45.5 1.8

不動産 42.8 43.2 44.7 45.9 44.7 44.8 45.3 44.0 45.6 44.8 46.1 46.3 47.5 1.2

飲食料品・飼料製造 34.2 36.4 37.6 37.8 36.7 36.1 35.5 38.2 38.8 38.3 38.1 37.0 41.1 4.1

繊維・繊維製品・服飾品製造 33.0 34.6 33.8 34.4 36.1 32.6 36.2 35.7 36.5 37.9 37.7 39.0 38.6 ▲ 0.4

製造 建材・家具、窯業・土石製品製造 41.1 41.7 41.1 40.4 40.8 39.8 40.2 40.9 41.9 41.0 38.0 37.6 37.0 ▲ 0.6

パルプ・紙・紙加工品製造 37.2 40.3 38.3 37.4 37.5 36.6 38.0 40.4 40.2 39.2 39.8 36.6 38.6 2.0

出版・印刷 29.6 30.7 30.3 29.7 29.1 29.6 30.0 31.8 32.9 32.4 31.7 31.6 34.3 2.7

化学品製造 42.7 42.3 41.7 41.1 41.8 42.6 42.3 40.8 40.8 41.5 40.3 39.2 40.1 0.9

鉄鋼・非鉄・鉱業 42.6 42.1 40.9 41.2 42.9 42.7 43.0 43.9 43.6 43.1 41.7 41.0 41.9 0.9

機械製造 46.7 45.9 46.9 46.3 46.3 46.2 45.4 45.8 45.9 44.9 43.3 43.7 43.4 ▲ 0.3

電気機械製造 44.3 44.8 44.3 44.8 44.7 44.2 45.2 44.8 45.4 44.5 43.3 43.2 42.8 ▲ 0.4

輸送用機械・器具製造 40.0 38.1 37.6 36.8 40.3 41.2 40.2 42.2 42.1 41.0 38.7 39.6 41.2 1.6

精密機械、医療機械・器具製造 47.1 46.8 48.2 48.8 48.5 46.5 46.2 46.1 46.1 46.3 46.5 49.0 46.8 ▲ 2.2

その他製造 35.4 37.3 39.2 38.1 37.8 38.2 37.5 35.4 35.9 37.0 39.1 36.1 40.8 4.7

全　体 40.9 41.2 41.0 40.8 41.3 41.0 41.1 41.6 41.9 41.5 40.4 40.0 41.0 1.0

飲食料品卸売 32.6 36.2 37.3 37.1 37.0 35.6 35.8 37.4 38.8 38.2 37.5 38.3 42.1 3.8

繊維・繊維製品・服飾品卸売 25.4 28.7 31.4 31.3 29.9 29.9 29.9 32.4 33.1 34.0 34.7 35.9 38.0 2.1

卸売 建材・家具、窯業・土石製品卸売 40.5 38.6 38.1 38.3 38.6 38.5 37.5 39.8 39.5 40.2 38.3 37.2 38.0 0.8

紙類・文具・書籍卸売 34.6 33.8 34.2 32.8 33.0 33.5 34.5 37.1 37.0 33.8 34.8 35.6 37.3 1.7

化学品卸売 43.5 42.3 42.3 41.6 43.5 43.0 43.4 42.6 43.8 43.5 42.8 41.7 43.5 1.8

再生資源卸売 53.2 54.0 47.5 41.4 40.9 39.6 47.0 46.3 43.5 46.2 43.3 43.2 41.7 ▲ 1.5

鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売 41.1 40.3 40.0 39.7 39.3 39.3 39.8 39.7 40.2 39.9 38.5 37.1 37.8 0.7

機械・器具卸売 41.9 42.5 42.0 42.9 43.1 42.6 43.3 44.1 44.1 43.8 43.0 43.3 45.2 1.9

その他の卸売 35.5 37.3 37.8 38.1 37.7 37.7 38.2 39.0 39.6 40.9 40.0 40.9 42.3 1.4

全　体 38.6 39.2 39.4 39.4 39.5 39.2 39.6 40.6 41.0 41.0 40.1 40.1 41.9 1.8

飲食料品小売 38.6 37.7 41.8 42.7 40.3 39.9 40.2 39.6 43.2 42.2 42.3 40.6 42.7 2.1

繊維・繊維製品・服飾品小売 30.6 33.6 33.9 33.6 37.7 33.6 34.9 38.7 38.1 35.4 34.2 35.7 39.7 4.0

医薬品・日用雑貨品小売 36.8 32.1 38.9 40.1 37.1 41.9 39.5 38.9 40.6 39.0 37.2 38.5 42.9 4.4

小売 家具類小売 30.6 39.2 34.3 39.8 35.2 36.1 40.0 37.8 36.2 31.0 34.2 33.3 39.5 6.2

家電・情報機器小売 33.0 33.7 34.7 34.0 36.7 32.7 37.1 35.1 35.3 37.2 36.3 37.5 40.2 2.7

自動車・同部品小売 34.7 35.1 37.1 36.4 32.4 35.9 38.8 37.6 37.2 35.3 38.2 38.7 40.8 2.1

専門商品小売 29.9 31.3 33.1 34.3 33.2 34.7 34.0 33.5 35.4 34.8 34.4 35.3 38.6 3.3

各種商品小売 34.0 36.4 39.9 37.8 40.2 38.0 36.1 41.3 41.4 42.6 42.5 41.0 43.6 2.6

その他の小売 43.9 34.7 41.0 39.7 36.9 42.3 32.1 36.5 44.9 41.1 42.3 44.8 41.1 ▲ 3.7

全　体 33.3 34.0 36.4 36.7 35.7 36.3 36.7 36.8 38.2 37.4 37.5 37.7 40.6 2.9

運輸・倉庫 35.4 36.6 37.2 37.1 37.8 37.3 38.2 40.7 41.6 41.6 38.9 38.0 41.2 3.2

飲食店 23.8 32.8 34.3 38.0 34.0 28.1 31.8 39.0 39.1 41.5 38.5 42.4 49.8 7.4

電気通信 48.5 50.0 53.0 56.0 47.0 47.9 51.9 52.4 50.0 48.3 47.6 44.4 52.8 8.4

電気・ガス・水道・熱供給 33.3 35.7 40.6 34.3 37.7 35.9 36.1 31.1 32.3 36.7 32.4 32.1 39.7 7.6

リース・賃貸 40.2 42.0 43.3 44.9 40.8 44.7 45.6 47.5 48.4 47.4 46.8 47.4 48.1 0.7

旅館・ホテル 18.1 28.3 33.0 33.3 30.3 38.0 37.4 53.3 54.8 52.2 48.3 48.0 59.5 11.5

娯楽サービス 35.1 35.6 38.9 41.6 40.7 40.1 42.2 45.0 43.8 43.2 42.1 44.1 50.9 6.8

サービス 放送 44.4 43.9 43.3 41.7 43.0 38.3 46.1 43.1 41.7 39.5 40.7 41.1 42.6 1.5

メンテナンス・警備・検査 42.3 43.1 42.5 44.2 42.2 43.4 42.8 42.8 43.6 45.6 42.9 42.6 45.3 2.7

広告関連 36.4 36.9 34.8 37.3 34.3 36.7 39.3 40.9 40.3 39.7 40.2 41.4 43.7 2.3

情報サービス 51.1 50.8 50.8 52.0 51.5 52.7 53.0 52.3 53.0 53.6 53.2 53.8 55.5 1.7

人材派遣・紹介 44.4 45.7 47.6 45.7 46.5 49.8 47.4 48.8 46.5 50.0 48.5 47.9 47.3 ▲ 0.6

専門サービス 46.9 48.1 48.1 49.6 48.7 48.3 49.4 49.0 48.8 48.7 48.5 49.2 50.1 0.9

医療・福祉・保健衛生 42.5 44.5 44.4 43.5 42.5 41.2 41.7 43.2 43.6 42.8 42.9 41.5 42.2 0.7

教育サービス 37.8 39.6 35.6 40.1 38.8 39.7 43.7 42.1 42.8 41.2 38.4 41.9 44.4 2.5

その他サービス 39.3 42.1 42.7 42.8 42.4 41.2 42.8 43.3 43.5 44.0 42.2 44.3 46.5 2.2

全　体 43.1 44.5 44.8 45.9 44.4 45.4 46.3 47.1 47.3 47.7 46.6 47.4 50.0 2.6

その他 38.7 36.8 38.1 35.6 36.6 38.3 37.2 37.9 38.2 36.7 36.5 37.0 38.2 1.2

  格差（10業界別『その他』除く） 9.8 10.5 8.4 11.2 9.0 9.5 10.5 10.7 9.6 10.3 9.2 9.7 9.4

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す
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規模別：全規模が 4カ月ぶりにそろって改善、観光需要などがけん引  
・「大企業」「中小企業」「小規模企業」が4カ月ぶりにそろって改善した。人流が増加するな

か規模を問わず『小売』『サービス』がけん引。さらに設備投資意欲もそれぞれ高まった。 
 

・「大企業」（46.1）…前月比 1.9 ポイント増。4 カ月ぶりに改善。人出の回復にともない、

旅館・ホテルや飲食店、アパレル小売などで大きく改善した。加えて、DXに向けたシステ

ム開発などの IT投資は堅調に推移し、「情報サービス」の景況感は60超となった。 
 

・「中小企業」（43.5）…同 1.8 ポイント増。2 カ月連続で改善。業界別では全 10 業界で改

善となった。インバウンド拡大やビジネス需要も堅調でホテルやレジャー業で大幅に上向

いたほか、関連する飲食料品製造、卸売、小売など幅広く波及した。 
 

・「小規模企業」（42.4）…同 1.5 ポイント増。2 カ月連続で改善。「新型コロナの感染状況

に良化が表れ、消費にやや増加傾向がみられる」（一般貨物自動車運送）など『運輸・倉庫』

が大きく改善した。加えて、季節需要も作用し家具類小売、アパレル小売などで上向いた。 

 

 

 

 

 
 

地域別：全 10地域で改善、人出の増加などが地域経済を押し上げた  
・5 カ月ぶりに『近畿』『中国』『九州』など全 10 地域で改善。都道府県別では 41 都道府県

が改善となった。人出の増加が好材料となり各地でプラスの影響が表れたほか、建設需要

も幅広い地域で押し上げた。ただし、人手不足感は地域を問わず高水準で推移した。 
 

・『近畿』（43.6）…前月比1.8ポイント増。4カ月ぶりに改善。域内2府4県のうち「滋

賀」など 5 府県が改善、「和歌山」が悪化となった。「インバウンドの復活」や「多くの観

光客が訪れているため土産や飲食店舗が好調」など明るい声も多く全10業界で改善した。 
 

・『中国』（44.1）…同 2.3 ポイント増。「島根」「広島」など域内 5 県すべてで改善した。

「大手自動車メーカーの稼働が良い」といった声が聞かれ、自動車関連を中心に上向いた。

またG7広島サミット開催を控え、景況感を良いと捉える企業も表れてきた。 
 

・『九州』（46.4）…同1.6ポイント増。2カ月連続で改善。域内8県のうち全国唯一 50台

に達した「大分」など6県が改善、「佐賀」など2県が悪化した。国内外の旅行客の回復や

大規模工場の建設などがプラスに作用し、域内半数以上の県で景況感の全国上位を占めた。 

地域別グラフ（2020年1月からの月別推移） 
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2020年 21年 22年 23年

九州

南関東

中国

近畿

東海

北関東

北陸

北海道

東北

四国

全国（43.9）と同水準以上の地域

全国（43.9）を下回っている地域

北関東
42.6

南関東

45.7

北陸
42.1

東海

42.8

近畿

43.6

中国
44.1

四国
40.0

九州
46.4

北海道
41.2

東北
41.1

22年

3月
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

23年

1月
2月 3月 前月比

36.5 37.9 38.9 40.1 41.0 40.2 40.7 41.2 40.9 40.8 40.1 40.6 41.2 0.6

37.0 37.6 39.1 39.0 38.8 38.1 39.3 39.9 40.3 39.4 38.0 37.2 41.1 3.9

40.7 42.0 42.1 42.6 42.9 43.8 42.5 43.7 43.7 43.1 40.9 41.4 42.6 1.2

42.1 42.4 42.7 43.2 42.6 43.3 43.6 43.8 44.4 44.7 44.1 43.9 45.7 1.8

39.2 39.9 40.6 40.5 41.5 40.8 41.7 42.3 42.2 42.2 40.9 41.2 42.1 0.9

40.2 40.2 40.1 39.5 39.5 39.7 40.4 41.1 41.4 41.7 41.0 41.1 42.8 1.7

40.5 40.8 40.9 40.9 40.9 41.1 41.5 42.3 43.0 42.7 42.0 41.8 43.6 1.8

40.7 39.8 40.6 41.1 41.3 40.9 41.8 42.8 43.8 43.4 41.9 41.8 44.1 2.3

38.9 38.1 38.7 38.4 38.3 37.7 38.7 40.3 40.0 39.3 39.0 38.6 40.0 1.4

40.9 41.5 41.6 42.2 41.5 41.3 43.0 44.0 45.1 44.8 44.0 44.8 46.4 1.6

5.6 4.8 4.0 4.8 4.6 6.1 4.9 4.1 5.1 5.5 6.1 7.6 6.4

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

北関東

北海道

東北

南関東

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

格差

22年

3月
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

23年

1月
2月 3月 前月比

大企業 43.4 43.1 43.5 43.5 43.4 43.8 43.6 44.2 45.0 44.8 44.8 44.2 46.1 1.9

中小企業 39.8 40.3 40.7 41.0 40.8 41.0 41.6 42.3 42.7 42.6 41.6 41.7 43.5 1.8

（うち小規模企業） 38.4 38.9 39.5 40.0 39.7 39.8 40.7 41.1 41.4 41.3 40.4 40.9 42.4 1.5

格差（大企業－中小企業） 3.6 2.8 2.8 2.5 2.6 2.8 2.0 1.9 2.3 2.2 3.2 2.5 2.6

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す
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業界名

1月 2月 3月

37.4 38.9 41.6 〇 高齢化による生産者の減少で価格高へ推移している（果樹作農） 〇 大手企業やその傘下の企業の給与アップの効果が出そう（施設野菜作農）

農・林・水産 〇 鳥インフルエンザの影響で卵価が高い（養鶏） 〇 取り扱っている和牛相場がインバウンド需要で上がると予想（肉用牛生産）

× 木材価格の市況が落ちてきている。引き合いも弱くなっている（森林組合） ×
×

× 資材高騰等による生産費の増大にともない、収益が減少していく（米作農）

44.8 43.3 44.0 〇 新型コロナ対策の緩和による好影響（投資業） 〇 TSMC進出による好影響が見込まれる（投資業）

金融 △ 〇 消費拡大への期待がある（クレジットカード）

×
×

× 前向きな資金需要の増加は当面見込まれない（信用農業協同組合連合会）

44.1 43.7 45.5 〇 〇
建設

〇 〇

△ 〇 投資計画が順調に実施されている（一般電気工事）

△ 補助金が出る分野だけ忙しくなる状況（内装工事）

× ×

× ×

46.1 46.3 47.5 〇 〇
不動産

〇 新型コロナ禍の反動なのか、企業の転勤が急増。社宅需要が増えている（貸家） 〇 新型コロナ明けでメンテナンス関連需要が増加する（不動産管理）

× × 円安基調と原材料高は継続すると考える（不動産代理業・仲介）

×
× 資料請求およびモデルハウスへの来場数が前年比40％ダウン（土地売買）

40.4 40.0 41.0 〇 〇
製造

〇 〇

〇 〇

〇 空圧・油圧関連が好調で空調関連においては中国向けが回復（金属製品製造） ×
×

×
× 資源エネルギー高および物価上昇の影響が大きい（金物類製造）

× 自動車メーカーの減産が続いている（鋼管製造） × 米国の早期景気回復が期待できない（工業用プラスチック製品製造）

資材価格と人件費が下がる見込みがない。値上がり分が売り上げに反映されない

状況（建築工事）

半導体をはじめとする原材料不足・価格高騰は続いており、正常な生産活動がで

きない（非鉄金属鋳物製造）

新型コロナが落ち着いてきたので、人流が活発になってきた。沖縄も観光客が相

当入ってきており、経済活動も活発になってきた（不動産代理業・仲介）

極端な価格の高止まりと金融の引き締めにより、物件が流通しない。不景気により

テナントのミスマッチが解消されず、収益物件の利回りが低調ぎみ（建物売買）

全国旅行支援やＧ7の開催地ということもあり、客が非常に多いと感じている（野菜

漬物製造）

航空機案件の需要は少しづつ回復しており、建材等の出荷が増えている。新規

の案件も順調に受注できている（工業用ゴム製品製造）

半導体部品の供給に関して、国内生産を優先するようになってから生産が安定し

てきた（工業用プラスチック製品製造）

「公共造園等工事」は、年度末工事の竣工・引渡し時期となっており各社工事部

は毎日残業に追われている。しかし、新規発注はほとんどない（園芸サービス）

人口流入が継続しており、住宅需要は引き続き旺盛である。分譲マンションのデ

ベロッパーは活発な動きをしており、賃貸マンションについても同様（建築工事）

発注機関である官公庁の税収減による発注の減少と新型コロナやウクライナ情勢

等による物価の高騰で、なかなか苦しい（土木工事）

携帯電話の設備投資抑制、半導体不足による受注先延ばしなどにより、2022年

度は受注減の状態（電気通信工事）

木材の製材業者等、土木・建築に係る業界の倒産が目立つ。一方、注文住宅の

オーダーは多い（土工・コンクリート工事）

民間の設備投資が増加。特に石油化学・エネルギー関連で更新事業が好調（は

つり・解体工事）

金利は今後上昇する見通しがあるも、コロナ関連融資の無利息期間の満了によ

る繰上げ返済の圧力が予想され、資金利益の増加に苦慮する（普通銀行）

外国人旅行者の増加等により、景気が良くなっている半面、原材料価格高騰で

収益面での悪化が懸念される業種も見受けられる（信用協同組合・同連合会）

業界別の景況感企業の声１（農・林・水産～製造）

現在 先行き

【判断理由】○＝良いと判断した理由△＝どちらでもない理由×＝悪いと判断した理由

カーボンニュートラルに向けた活動の一環として、空調改善工事の増加が見込ま

れる（冷暖房設備工事）

水際対策の緩和を含む新型コロナの規制緩和により、観光地はさらに良くなると

考える（ビール製造）

人手不足による施工の遅れが目立っているので、施工業者の受注残が多いと考

える（ゴムベルト製造）

半導体不足を起因とした内示のブレが収まり、急な減産はなくなると思う。受注残

解消のための増産が6月以降本格的に始まると予想（鋲螺類製造）

大手が賃上げを行えば地元企業も賃上げは必定であるが、現在の状態での賃上

げは非常に難しい。ますます地元に必要な人材が集まらないと考える（養豚）

アフターコロナに向けて、需要が拡大傾向にある。特にリゾート・観光関連が好調

である見通し（一般土木建築工事）

発注者・受注者ともに技術者の不足が常態化している。また技能者・作業員の確

保も困難を極めているのが現状（一般管工事）

東京都への転入は外国人も含めてさらに増えていくと思われ、それにともない賃

貸需要も増えると予想（貸家）

土地価格および建築費の高騰による原価の上昇、金利上昇懸念による買い控え

など懸念材料が多い（建物売買）

当分の間コスト高を価格に反映できない状況は続き、企業業績は向上しない見

込み。ただ、円安の解消および新型コロナの状況に左右される（洋紙製造）

新型コロナ禍の収束が予測できないほか、原材料価格やエネルギー価格の高止

まりが解消されない（信用金庫・同連合会）

固定費の低減が進まない可能性が大きい。自動車業界の回復も遅れると考える

（金属製スプリング製造）
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1月 2月 3月

40.1 40.1 41.9 〇 先月に引き続き乳製品への需要が高止まりとなっている（食料・飲料卸売） 〇 賃上げやインバウンドの復活による効果を期待（生鮮魚介卸売）

卸売 〇 〇

〇 半導体材料関連品の受注好調（化学製品卸売） 〇 WBC優勝における経済効果は計り知れないと思う（代理商，仲立）

〇 ×

× × 半導体の動きが悪い（電気機械器具卸売）

×

37.5 37.7 40.6 〇 〇 イートイン復調分の上乗せが期待できる（菓子小売）

小売 〇 需要に供給が追いついていない（二輪自動車小売）

〇 〇

× × 新型コロナの落ち着きでパソコンの需要が落ち込む可能性（情報家電機器小売）

×
×

×

38.9 38.0 41.2 〇 〇
運輸・倉庫

〇 港湾・車両共に荷動きが増加（普通倉庫） 〇
△

〇
△

× 仕入単価がまだ高く、すぐには回復しないと思う（一般乗用旅客自動車運送）

× ×

46.6 47.4 50.0 〇 〇
サービス

〇 新型コロナ収束と全国旅行支援などで旅行機運が盛り上がっている（旅館） 〇 人手不足感はあるが、売り上げは好調に伸びている（旅館）

〇 〇

△ ×

× 価格転嫁が全然進んでいない（普通洗濯）

× ×

人材市場の需要超過の傾向は継続しており、また自動車業界を含む製造業の生

産回復も徐々に改善する気配が見受けられる（広告）

人材不足が起因ではあるが、DX推進・IoT・AI化などの好景気要因で地元IT産業

の景気自体は良い状況にある。ただし人件費高騰による利益の低下が今後予想

される（ソフト受託開発）

製品の入荷および現場は少しずつ回復してきているが、材料費の高騰により利益

が出ない状況（修理業）

卒業･就職祝い等イベントも増えてきたほか、インバウンドが増えてきたこと等が貢

献している（中華料理店，その他の東洋料理店）

年度末完成の仕事が入ったほか、中国での加工製品が人手不足で日本加工に

多少切り替わっている（建設用石材・窯業製品卸売）

鋼材など材料価格高騰もあり、建築が落ちている影響で、住宅設備関連の受注

が落ち込んでいる。そのため、主要顧客である住設メーカーの生産調整の影響

で、3月末までは受注は回復しない（包装用品卸売）

薬価改定の影響で販売価格が低下しているものの、新型コロナ治療薬、検査キッ

ト等の売り上げが好調（医薬品卸売）

新型コロナも落ち着いてきたのと、年度末や移動の時期ということもあり、顧客の

購買意欲が出てきたように感じる（中古自動車小売）

仕入価格の上昇にともない、販売価格への転嫁を徐々に進めているが、他社との

競合や諸経費の値上げも急速に進行しているため、良くなっているという実感が

ない。収益環境は、新型コロナ禍の時期よりも厳しい状況にある（ガソリンスタンド）

生活必需品の価格高騰と当社が扱う商品の価格高騰により、顧客の購買意欲が

低下している（自転車小売）

新型コロナの影響はごくごく限定的となり、人流は回復傾向で競合各社数値は上

向き（男子服小売）

新型コロナ禍・原油高・働き方改革で景気は良くない。賃金アップするように協力

したいが、その原資が確保できない（一般貨物自動車運送）

国内旅行は全国旅行支援効果で新型コロナ禍以前規模に近い水準まで回復

も、依然海外・訪日旅行は新型コロナ前の20％水準にとどまる（一般旅行）

内航は傭船料が大幅に上がらないと物価の高騰に対応できず、外航はドルベー

スのマーケットは良くなってきたが、海外景気減速が不安材料（内航船舶貸渡）

新型コロナに対する社会的不安が和らいだことから旅行の申し込みが多くなった

（旅行業代理店）

円安が追い風となりインバウンドの予約が多く入っている。バスの運転士不足が深

刻になってきた（一般貸切旅客自動車運送）

中国の景気が浮揚しない限り良くならない。また、CO2問題で生産量の減少が考

えられる（港湾運送）

現状でも急激に売り上げは上昇しているが、中国からの観光客への制限撤廃によ

る観光客の大幅な増加が期待される（喫茶店）

新型コロナウィルスの感染状況も落ち着き、全国旅行支援やインバウンドの回復

で今年は国内外の旅行客がさらに増えると予想（娯楽）

物価や光熱費などの上昇もまだまだ続くほか、大手企業からの締め付けも厳しい

うえに、従業員の給与は上げるしかない状況にある（ソフト受託開発）

人材不足解消の見込みがない。また、物価および人件費の高騰もさらに激しく

なってくると見込まれる（土木建築サービス）

原材料価格の高騰による商品単価の引き上げで客数が減少していく。それにとも

ない、売り上げが減少し、利益が圧迫される（料理品小売）

売り上げの回復は見込めるが、原材料・人件費・光熱費の高騰により収益面がか

なり厳しくなる可能性がある（料理品小売）

2024年問題で物流がひっ迫し、運賃交渉がしやすくなると期待している。そうなる

とドライバーの待遇も改善でき、採用もしやすくなる(一般貨物自動車運送)

3月のマスク着用ルールの緩和、5月の新型コロナ「5類」移行による旅行需要・移

動需要の戻り・喚起を期待（一般旅行）

【判断理由】○＝良いと判断した理由△＝どちらでもない理由×＝悪いと判断した理由

先行き

業界別の景況感企業の声２（卸売～サービス）

業界名
現在

新型コロナ感染再拡大懸念や諸外国の金融不安および金利上昇による影響が

出てくる（事務用機械器具卸売）

今後観光客の増加が見込めるほか、近隣に新築マンションが増えてきた（コンビ

ニエンスストア）

新型コロナ関連の支援策がなくなり倒産件数が増加すると思う。また増税により個

人消費が伸び悩むと予想（食料・飲料卸売）

新型コロナの「5類」への移行や、全国旅行支援の延長、インバウンドの回復など

で基調としてしばらくは人流回復の傾向は続くと想定（食料・飲料卸売）
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現在の捉え方（コメント抜粋） 業種 規模 

・新型コロナに対する制限解除や全国旅行支援、イン

バウンドでの人流回復により、影響を受けていた得

意先の売り上げや客単価、客数が回復傾向にある 
食料・飲料卸売 大企業 

・新型コロナが落ち着いたおかげで反動需要がある 旅館 中小企業 

・新型コロナ禍の終息で人流が増加した。飲食店も

徐々にではあるが復活傾向が出てきている 包装用品卸売 中小企業 

・新型コロナの感染拡大防止に係る制限が緩和の方

向にあるなか、全国旅行支援等もあって観光入域客

数が増えており、街に賑わいが戻りつつある。併せ

て、飲食業界も徐々に元気を取り戻しつつある 

蒸留酒・混成酒製

造 中小企業 

・新型コロナ禍も終わるかのような空気感のなか、

徐々にテナントの引き合いも増えてきているよう

に感じる 
貸事務所 小規模企業 

・新型コロナ禍での習慣が定着し、夜の時間帯が総じ

て不振である 
コーヒー・茶類卸

売 大企業 

・新型コロナ流行前の状態に持ち直してきているが、

ゼロゼロ融資の全面的な返済開始を踏まえ、不透明

な部分がある 

信用金庫・同連合

会 中小企業 

・新型コロナは終息傾向にあるが、まだまだ新型コロ

ナ流行前に戻るためには時間がかかりそう 生鮮魚介卸売 中小企業 

・新型コロナ感染症の5類への移行にともない、関連

予算が縮小している 医療用品卸売 中小企業 

・新型コロナ禍で停滞していたものが回復している

が、成果が中々上がってこない 
一般貸切旅客自動

車運送 小規模企業 

【今月のポイント（１）】 現在、企業が捉える新型コロナウイルスの影響について 

 新型コロナによる業績へのマイナス影響は 3年間で大幅に低下。個人消費関連も改善傾向が続き、当月の個人景気 DIは全国の景気DIを上回った 

 新型コロナに対して、既に過ぎた出来事と捉えている企業も少なくない。ただし、依然として影響が続く企業・業界も 

企業の新型コロナウイルスに対する現在の捉え方 新型コロナウイルス感染症による業績への『マイナス影響』の推移 

（2020年 2月～2023年 2月） 

個人消費 DIの推移（2020年 1月～2023年 3月） 

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

2020 21 22 23

88.8

（％）

57.2

63.4
（最高水準）

（調査開始時点）

（初の50台）

■既にマイナスの影響
■今後マイナスの影響

※掲載数値は合計

※新型コロナウイルス感染症に対する企業の意識調査（2020年2月～） 

※「個人消費DI」は、小売業および飲食店、旅館・ホテル、娯楽サービス、教育サービスの景気DIから算出 

10

20
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40
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60

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

2020 21 22 23

（個人消費DI）

44.4
個人消費DI

全国の景気DI
43.9
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企業からのコメント（抜粋） 業種 地域 

・生活用品や食料品全体の値上げにより、客数だけで

なく客単価や購買点数などが減少しているのが見

受けられる 
食肉小売 東京 

・原材料価格の高騰は激しく、生活に必要な燃料高も

あり家計を圧迫している 一般管工事 秋田 

・生活必需品の価格高騰と自社が扱う商品の価格高

騰により、顧客の購買意欲が低下している 自転車小売 愛知 

・日常生活に必要な食品や、水道光熱費の上昇で嗜好

品まで消費が回りにくくなってきている 菓子小売 兵庫 

【今月のポイント（２）】 生活必需品などの価格上昇による影響 

 販売単価 DIはスーパーストアなどの「各種商品小売」で 66.1となるなど生活に関連する業種で上昇がみられる 

 企業からは電力・ガスや食品を含む生活必需品の価格上昇による買い控えなどを懸念する声も多い 

販売単価 DIの推移（2021年 1月～2023年 3月） 家計負担増の影響に関する企業からのコメント 

※帝国データバンク「“食品主要195社”価格改定動向調査―23年度家計負担額推計」（2023年3月31日） ※帝国データバンク「“食品主要195社”価格改定動向調査―2023年4月」（2023年3月31日） 

40

50

60

70

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3

21 22 23

（販売単価DI）

66.1
スーパーストアなど

52.3
日用品雑貨など

64.1
64.2
飲食料品小売

62.1インフラ関連

飲食店

全国平均
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調査先企業の属性 
１．調査対象（2万 7,628社、有効回答企業 11,428社、回答率 41.4％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．調査事項 
・景況感（現在）および先行きに対する見通し 

・経営状況（売り上げ、生産・出荷量、仕入れ単価・販売単価、在庫、設備稼働率、従業員数、時

間外労働時間、雇用過不足、設備投資意欲）および金融機関の融資姿勢について 

3．調査時期・方法 
2023年 3月 17日～3月 31日（インターネット調査） 

景気動向指数（景気DI）について 

■TDB景気動向調査の目的および調査項目 
全国企業の景気判断を総合した指標。国内景気の実態把握を目的として、2002年5月から調

査を開始。景気判断や企業収益、設備投資意欲、雇用環境など企業活動全般に関する項目に

ついて全国 2万 7千社以上を対象に実施している月次統計調査（ビジネス・サーベイ）である。 

■調査先企業の選定 
全国全業種、全規模を対象とし、調査協力の承諾が得られた企業を調査先としている。 

■DI算出方法 

DI（ディフュージョン・インデックス〈Diffusion Index〉）は、企業による 7 段階の判断に、それぞ

れ以下の点数を与え、これらを各選択区分の回答数に乗じて算出している。 

 

 

 

 

景気DIは、50を境にそれより上であれば「良い」、下であれば「悪い」を意味し、50が判断の

分かれ目となる（小数点第 2位を四捨五入）。また、企業規模の大小に基づくウェイト付けは行っ

ておらず、「1社 1票」で算出している。 

■企業規模区分 
企業の多様性が増すなか、資本金や従業員数だけでは計りきれない実態の把握を目的に中

小企業基本法に準拠し、全国売上高ランキングデータを加え下記の通り区分している。 
 
 
 
 
 

■景気予測DI 
景気 DI の先行きを予測する指標。ARIMA モデルに、経済統計や TDB 景気動向調査の

｢売り上げDI｣、｢設備投資意欲DI｣、｢先行き見通しDI｣などを加えた構造方程式モデルの結果
をForecast Combinationの手法により景気予測DIを算出している。 

 
 
 
 

 

（1）地域

536 1,241
764 1,931
900 791

3,362 360
585 958

11,428

（2）業界（10業界51業種）

105 110
158 60

1,772 52
480 19

飲食料品・飼料製造業 344 39
繊維・繊維製品・服飾品製造業 111 112
建材・家具、窯業・土石製品製造業 220 236
パルプ・紙・紙加工品製造業 83 55
出版・印刷 158 15
化学品製造業 384 505
鉄鋼・非鉄・鉱業 524 97
機械製造業 483 6
電気機械製造業 306 13
輸送用機械・器具製造業 108 105
精密機械、医療機械・器具製造業 74 104
その他製造業 80 93
飲食料品卸売業 344 18
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 170 206
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 315 113
紙類・文具・書籍卸売業 92 594
化学品卸売業 258 88
再生資源卸売業 30 315
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 274 120
機械・器具卸売業 849 36
その他の卸売業 333 221

41
11,428

（3）規模

1,765 15.4%

9,663 84.6%

(3,669) (32.1%)

11,428 100.0%

(239) (2.1%)

北海道 東海（岐阜 静岡 愛知 三重）

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島） 近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野） 中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

農・林・水産

小売

飲食料品小売業

金融 繊維・繊維製品・服飾品小売業

建設 医薬品・日用雑貨品小売業

不動産 家具類小売業

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川） 四国（徳島 香川 愛媛 高知）

北陸  （新潟 富山 石川 福井） 九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

製造
（698）

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

その他の小売業

運輸・倉庫

（2,875）
サービス

飲食店

電気通信業

電気・ガス・水道・熱供給業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス

卸売

放送業

（2,129）

メンテナンス・警備・検査業

広告関連業

情報サービス業

（2,665）

人材派遣・紹介業

専門サービス業

（うち上場企業）

医療・福祉・保健衛生業

教育サービス業

その他サービス業

その他

合  計

大企業

中小企業

（うち小規模企業）

合  計

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

©TEIKOKU DATABANK, LTD. 2023 
当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。 
著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 
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担当：窪田、池田、石井 Tel：03-5919-9343 e-mail：keiki@mail.tdb.co.jp 
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有効回答数

の合計各区分回答数各区分点数
景気

選択区分 非常に良い 良い やや良い どちらともいえない やや悪い 悪い 非常に悪い

点数 6 5 4 3 2 1 0

各区分の回答数 N6 N5 N4 N3 N2 N1 N0


